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研究成果の概要（和文）：地震・津波・台風・原子力災害等の同時的発生により、被害が巨大化
し、復旧・復興が困難になる巨大複合災害の発生シナリオを検討した。自然科学の観点からは、
複数地震の発生や都市域の津波氾濫、地震と高潮の複合時の被害拡大過程を、社会科学の観点
からは、リスク感やリスク情報に対する人々の反応、少子高齢時代の復旧復興、首都における
複雑な問題構造、各自治体の対応状況を明らかにし、複合災害への対策提言を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：We studied the scenario of simultaneous occurrence of several 

hazards such as earthquake, tsunami, typhoon and nuclear disasters, which increases 

damage and makes recovery more difficult. From the aspect of hazards, the expanding 

process of damage in the case that multi hazards strike mega city simultaneously has been 

revealed. Based on the research results of people’s response to risk information, recovery in 

aging society, complex causal relationships in metropolitan area and situation of 

municipalities, we suggested strategy to reduce the damage due to compound disasters. 
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１．研究開始当初の背景 

1948年福井震災、1959年伊勢湾台風、2004

年中越地震等は、同種あるいは異種のハザー
ドの複合的作用によってその被害を拡大さ
せた。現状においては、東海・東南海・南海
地震対策は、時間差発生という外力の複合的
作用を初めとして、首都直下地震対策は、複
雑化した被害メカニズムの連鎖を初めとし
て、様々な複合災害発生による被害拡大に対

応できていない。そのような複合災害におけ
る減災を実現するためには、複合災害の具体
的な被災シナリオを見出して、ダイナミック
に変化する被災地の時空間を理解し、被害拡
大を断ち切る戦略を構築することが最重要
課題である。このような背景から、研究を開
始した。 
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東海・東南海・南海地震と首都直下地震を
主な対象として、これらの震災において発生
する被害が最悪となるのは、被害が広域化、
複合化、長期化するという特性をもつときで
あるという理論から、その具体的な被災シナ
リオを見出して、それらに対する減災戦略を
構築することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

 複合災害の発生シナリオを外力および社
会の脆弱性から検討し、それに対しての減災
戦略を構築する。次に挙げる 7課題について
研究を行った。ハザードの観点から、 
(1) 超過地震被災シナリオを検討し、都市

域における被害増幅要因を明らかにす
る。 

(2) 超過津波被災シナリオを検討し、津波
氾濫域における被害増幅要因を明らか
にする。 

(3) 地震と洪水あるいは高潮の組み合わせ
による複合災害の危険性を分析する。 

社会の脆弱性の観点から、 
(4) 日本人の災害リスク感とリスク情報に

対する実態から複合災害に対する脆弱
性を明らかにする。 

(5) 人口減少社会における復旧・復興の困
難さから災害の長期化・複合災害化の
リスクについて検討する。 

対策の観点から、 
(6) 巨大都市の震災における被害発生過程

や問題の構造化を行い対策の在り方を
検討する。 

(7) 複合災害の減災戦略計画と具体的な施
策の提案を行う。 

である。そして、東日本大震災という広域巨
大複合災害の発生を受けて、調査を実施し、
復興政策の提言や、今後の巨大地震災害に対
して東日本大震災の教訓を整理し、活用して
いくための研究を実施した。 
 
４．研究成果 
 まず、複合災害の外力想定から被害発生メ
カニズムに関するハザード関連の研究、およ
び、対策と対応、復旧・復興に関する社会科
学的な研究により、一連の災害過程について
検討を進め、以下のような成果を得た。 
 

(1)超過地震被災シナリオと都市域におけ
る被害増幅要因に関する研究については、ま
ず、従来に比べ解像度と精度の高い深部地
盤・表層地盤モデルを構築し、高密度に観測
した地震動を用いて擬似経験的グリーン関
数法による地震動の高精度予測を行った（図
1）。また、様々な建築物の地震観測記録・振
動実験結果や、関東地震と兵庫県南部地震に
おける建物被害データを分析し、観測記録や
地震被害を説明することができる構造物の

地震応答解析モデルを構築した。 
複数地震による被害拡大について 2007 年

新潟県中越沖地震の被害から分析した。この
地震による人的被害率が 2004 年新潟県中越
地震の約 3倍と大きくなった原因は、先行し
た中越地震によって軽微に被災した住宅が、
中越沖地震で瞬間的に全・半壊したことによ
るものと結論できた。この事実は、複数地震
による時系列的な発生によって、住宅被害が
増幅することを意味している。 
さらに、様々な地震の発生順に応じた強震

動予測を、名古屋圏を中心として実施し、各
地震に対して、被害量を推定した。この被害
量に対して、調達可能な対応人員、資機材量
などについて、救急救命の観点と、消防の観
点から検討し、想定被害量と社会の対応力の
関係を分析した｡ 

 

図 1 詳細地盤モデルの作成 

 
(2)超過津波被災シナリオについては、ま

ず、地震と津波の相乗効果として、1964 年の
新潟地震による事例を取り上げた。そこでは、
地震の揺れによる石油タンクの被災が重油
を漏出させ、その拡散する挙動を数値シミュ
レーションで解析する手法を開発し、地震と
津波の複合災害による被害拡大過程を記述
できるようになった。 
漂流物や漂流する大型船舶による被害拡

大過程を検討するため、津波による船舶漂
流・座礁のシミュレーションモデルを開発し
た。このモデルで 2004 年インド洋大津波の
被災地バンダ・アチェで報告された 2500t の
発電船の漂流・座礁を再現することができた
（図 2）。 
また、2011 年東北地方太平洋沖地震津波災

害における被害全容について、特に複合性に
着目して把握した。宮城県において浸水域内
建物被害の全棟調査を航空写真の判読によ
り実施し、各地域の津波高、地理的条件、産
業、土地利用との関連で、建物の脆弱性を明
らかにした。また、宮城県気仙沼市において
船舶漂流被害の調査、解析を実施し、被害の
拡大過程についての検討を行った。 



 

 

 

図 2 発電船の漂流軌跡と座標位置の分析 

 
(3)地震と洪水あるいは高波との組み合わ

せによる複合災害の危険性については、まず、
新たな計画高潮モデルを開発した。地球温暖
化によって強度が大きくなると想定されて
いる台風について、コースと上陸時の気圧に
室戸台風モデルを用い、減衰過程に伊勢湾台
風モデルを適用するというモデルを作成し
た。そして、これを用いて津波と高潮や地震
と高潮の複合災害発生時の被害を推定し、最
悪のシナリオを開発した（図 3）。 
また、首都直下地震による利根川と荒川の

堤防被災が複合災害となって、洪水氾濫を助
長するシナリオを明示し、その被害の大きさ
を定量的に表した。 

 

図 3 計画高潮による最大浸水域 

 
(4)日本人の災害リスク観については、

人々のリスク観から複合災害を検討するた
め、日本人のリスク観についての世論調査研
究を実施した。その結果、大地震、地球温暖
化、テロ、洪水、噴火、インフルエンザ、事
故等の各種リスクが、住民にどのように相対
的に位置づけられ、捉えられているのか、ま
た、それらの主観的リスク観はどのような情
報源により形成されているのかを、明らかに
することができた（図 4）。 
また、15 歳から 75 歳までの日本人を母集

団とする全国調査を実施して、日本人の災害
観、テロ対策に対する意見、各種の社会・環
境リスクについての危険度の評価、リスク情
報の信頼性、日常生活を障害するリスクの有
無などの実態を明らかにした。 

 

図 4 日本人のリスク認知の変化 

 

(5) 人口減少・超高齢化社会における復
旧・復興の困難さは、複合災害においては被
害拡大の大きな要因となる（図 5）。そこで、
直近 4回の国勢調査統計資料を用いて、大阪
府・和歌山県を含む大規模なメッシュの年齢
5 歳階級別人口構成比のクラスター分析によ
り地域の分類をおこなった。そして、その分
類結果を用いて判別分析をおこない、地域人
口変動パターンの抽出した結果、3 つの類型
としてまとめられることが明らかになった。 
また、東海・東南海・南海地震の和歌山県

を対象に、30 年後までの人口減少を考慮し、
復旧・復興の課題について明らかにした｡ 

 
図 5 人口減少を考慮した東海・東南海・南海地震の被

災地人口（曝露人口）の変化 

 

(6)都市震災の最悪シナリオについては、
まず首都直下地震の問題構造の解明を行っ
た。首都直下地震が発生した場合に考えられ
る最悪シナリオを検討し、問題構造の全体像
を把握するために、専門家によるワークショ
ップを実施した。様々な被害や問題の発生は、
一つの複雑なシステムとして捉えられ、因果



 

 

関係によりツリー構造にまとめられた。そし
て、問題の全体像や現在の対策のボトルネッ
クになっている部分が分かった（図 6）。 
さらに首都直下地震によって発生する問

題構造に関する解析を行った結果、9 層の社
会階層モデルとして整理することの有効性
がこれまでの成果として明らかになった。 

 

図 6 首都直下地震の問題構造図 

 

(7)複合災害の減災戦略計画と具体的な施
策の提案では、過去の複合災害被災体験と複
合災害の想定・対策の現状を、自治体アンケ
ートを中心に分析･考察した。その結果、被
災体験を認識している自治体は少なく、今後
の発生の可能性は高いとしているものの、そ
の被害想定も対策もとくには講じていない
現状があった（図 7）。しかし、特別措置法に
よる強化地域や推進地域に指定される地域
では、安全な避難対策を中心に対策の展開が
見られた。そして、複合災害に対しては、各
地域防災計画で個別に策定されている防災
対策の複合化の視点が重要であることを明
らかにした。 

 
図 7 複合災害の発生タイプ別自治体の災害危機感（発

生可能性） 

 

これまでの研究成果を総括し、また、2011
年 3 月に発生した東日本大震災を受けて、複
合災害の減災戦略計画と具体的な施策の提
案を全員で協力して行った。 

 
(8)2011 年 3 月に発生した東日本大震災と

いう複合災害を対象として、千年に一度とい
うような極めてまれな津波に対して、避難す

ることを基本とする減災対策が採用された。
これに基づいて、被災した 32 市町村のまち
づくり復興計画に関する提案・提言を行って
いる（図 8）。 

 
図 8 まちづくり復興計画のコンセプト提案 

 
(9)近い将来の発生が憂慮されている南海

トラフ巨大地震に関して、これまでの想定を
超える外力の発生を検討した。すなわち、地
震マグニチュード９の震源モデルおよび津
波の波源モデルを構築し、地震動と津波計算
を行った。その結果、津波地震とプレート境
界地震の同時ないし時間差発生によって、巨
大な津波が来襲する可能性や、津波の高さの
時空間変化が大変複雑になり、今後の減災戦
略の検討や実施にあたって考慮すべき事項
が増加することを見出した（図 9）。 

 

図 9 津波地震とプレート境界地震の時間差発生による

津波高の変化 

 
(10)首都圏を襲った巨大複合災害事例と

して、1854 年安政東海地震、1855 年安政江
戸地震、1856 年安政暴風雨の複合災害を見出
し、これが江戸幕府を弱体化させた複合災害
であることを明らかにした。 
そして，東日本大震災が発生した現在の状

況に加え、今後、東海・東南海・南海地震の
時間差発生や、首都直下地震と洪水・高潮災
害の組み合わせなどによる複合災害が発生
した場合には、国難となる恐れがあることを
指摘し、その被害の特徴を明らかにした。（図
10）。 



 

 

 

図 10 「国難」となる日本衰退のシナリオの例 

 
(11) 最後に東日本大震災の 9つの特徴から、
巨大複合災害について分類し、今後の減災戦
略の要点を定義した。 
まず、巨大複合災害は巨大自然災害・巨大

難対応災害・巨大社会災害に分けられた。 
巨大自然災害としての要件は次の通りで

ある。 
① スーパー広域災害。東日本大震災では

421 の市町村が災害救助法の適用を受
け、間接被害は全国に広がった。 

② 複合災害。東日本大震災では地震－津
波－原子力災害の複合となり、応急対
応・復旧復興は各地・各時刻で変化し、
複雑化した。 

③ 長期化災害。ライフラインの長期機能
不全により災害が長期間継続している
状況にある。 

巨大難対応災害としての要件は、次の 3つ
である。 
④ 大規模津波災害。広範囲にわたって直

接的被害、多分野にわたる膨大な災害
対応をもたらす災害である。 

⑤ 社会脆弱災害。要援護者の被災や、津
波避難に関する想像力欠如・当事者意
識の不足など社会的脆弱性が被害を拡
大する。 

⑥ 対策不全災害。減災効果が見られるが、
従来の対策が不十分である災害である。 

巨大社会災害としての要件は、次の 3つで
ある。 
⑦ 市町村再編災害：平成の大合併により、

県市町村職員の削減と行政エリアの拡
大が起こっていた。 

⑧ 専門家不在災害：被災県市町村での極
端な専門家不足が発生した。 

⑨ 物流災害：道路輸送に偏った物流の欠
点が露呈した。 

 
本研究成果は、2011 年 10 月に発足した政

府の「防災対策推進検討会議」に活用され、
2012年4月に首都直下地震と南海トラフ巨大
地震を対象としたワーキングチームが発足
し、被害想定作業と減災対策の検討が進めら

れている。 
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